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『EUSA-AP 研究大会を開催して』

　　　　田中　俊郎

（慶應義塾大学、EUSA-AP 会長）

　2005 年 12 月 8-10 日、

ア ジ ア 太 平 洋 EU 学 会

（European Union Studies 

Association Asia-Pacific: 

EUSA-AP） 第 3 回 研 究 大

会 が、 慶 應 義 塾 大 学 三 田

キ ャ ン パ ス で 開 催 さ れ

た。

　 そ も そ も EUSA-AP は、

世 界 EC 学 会 （ECSA-World） 傘 下 で、 ア ジ ア 太 平 洋 地

域 に あ る EU 学 会 の 連 合 体 で 1999 年 に 設 立 さ れ、 日

本 EU 学会もその設立メンバーとなっている。 これま

で第 1 回研究大会 (2003 年 ) が韓国ソウルで、 第 2 回

研 究 大 会 (2004 年 ) が ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の ク ラ イ ス

ト チ ャ ー チ で、 開 催 さ れ、 第 3 回 研 究 大 会 が 東 京 で、

EUSA-AP、 日 本 EU 学 会 お よ び 慶 應 義 塾 大 学 の 共 催、

文部科学省、 国際交流基金、 駐日欧州委員会代表部に

よる財政支援を得て実現した。

　 今 回 の 研 究 大 会 は、「ア ジ ア 太 平 洋 地 域 と 欧 州 に お

ける多国間主義と地域主義」 という共通テーマのもと

に開催され、23 の国・地域からの 54 名の外国人を含

む、138 名の研究者と実務家が参加し、31 本のペーパー

が提出され、 活発な報告と討議が行われた。

　主要セッションのテーマは、 ①アジア太平洋地域に

おける EU の認知、②新地域主義、③地域主義間関係、

④地域主義と多国間主義、 ⑤アジア太平洋にとっての

EU の 経 験 な ど で あ っ た。 さ ら に 3 つ パ ネ ル が 企 画 さ

れ、 研究者による 「アジアにおける金融協力」 と 「東

アジア協力への欧州の教訓」 のほかに、 在京欧州委員

会代表部および EU 加盟国・候補国大公使による 「EU

の現状」 についての討論があり、 欧州憲法条約、 トル

コを含めた将来の拡大、 中期財政枠組みの問題につい

て研究者と実務家との間で意見交換が行われた。

　恒例となった各国 EU 学会会長会議には、 正式なメ

ンバーである韓国、中国、台湾、香港・マカオ、タイ、

インド、 オーストラリア、 ニュージーランド、 日本に

加えて、 今回はモンゴル、 フィリピン、 ベトナムから

も研究者が参加し、 各国における EU 研究の状況が報

告 さ れ、 機 関 誌 （Asia-Pacific Journal of EU Studies） の

発 行 （年 2 回 発 行 体 制 の 維 持、 論 文 の 査 読 協 力）、 次

期会長の人事 （中国）、 次期開催地 （2007 年上海、 復

旦大学） などについて決定が行われた。

　今回の研究大会を通じて、第 1 に、アジア太平洋地

域 に お け る 「 知 識 共 同 体 （epistemic community）」 の

形成に向けて、 この地域に設立されている EU 学会間

および研究者間の協力は大いに深まったといえる。 偶

数 年 は ECSA-World、 奇 数 年 は EUSA-AP が 定 着 し、 さ

ら に ASEF（ア ジ ア 欧 州 財 団） や マ カ オ 欧 州 研 究 所 に

よる研究ネットワークの構築も進行している。

　 第 2 に、 事 前 に 提 出 さ れ た 研 究 ペ ー パ ー は、 日 本

EU 学 会 の ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 す る と と も に、 会 議 資

料 と し て 印 刷 さ れ、 報 告、 質 疑 応 答 と と も に、EU お

よび地域統合・協力に関する研究上の発展に寄与した

といえる。 なお、 大会終了後もペーパーをそのまま掲

載 し 続 け て い た だ い て お り、 ア ク セ ス ･ キ ー な し で、

世界中からアクセスが可能になっている。 是非、 ご利
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用ください。

　第 3 に、開催時期が、東アジア首脳会議直前であっ

たこともあって、 東アジア共同体の構想を含めてアジ

ア太平洋地域における地域協力に、 欧州の事例が使え

るかという議論が活発に行われた。 欧州や EU は、 モ

デルではないが、 レファレンス （参照基準） あるいは

ミラー （鏡） として使うべきであるとの意見が印象的

であった。

　反省点がないわけではない。 日本人の出席者は、 予

想より少なかった。 日本人研究者は、 大学院生を含め

て、84 名 で あ り、 日 本 EU 学 会 の 会 員 が 500 名 強 で

あること、 地元開催であったことを考慮すると、 もっ

と参加していただきたかった。

理由としては、 ①開催期日の問題：日本 EU 学会の研

究大会が九州大学で行われたばかりであったこと、 木

曜日から土曜日の開催は授業を休講しなければならな

いことなどが考えられる。 ②英語の使用：公用語を英

語のみにし、 通訳を入れなかったことが参加へのイン

センティヴを抑えたのかもしれない。 日本 EU 学会の

研 究 大 会 で も、 周 年 記 念 の 年 に 1 日 の み し か 英 語 日

にできないように、 まだ完全な英語化は難しい。

しかし、この種の学術ネットワークは、学会としても、

個々の研究者としてもますます重要になろう。 若手の

研究者の報告希望が多かったことが、 救いであった。

『東アジア共同体と EU』

石垣　泰司 ( 東海大学 )

　昨年末マレーシアで第１回東アジアサミット （ＥＡ

Ｓ）が開催されたこともあり、昨今「東アジア共同体」

がらみの論議が盛んになった。 その際決まって欧州連

合 （ＥＵ） との対比が話題となる。 昨年１０月末北京

で開かれた東アジアフォーラムと１２月の東アジアサ

ミットと並行してマレーシアで開催された東アジア地

域協力関係のセカンドトラックの２つの会合に出席す

る機会があり、ASEAN+3（日中韓） 諸国の学識者との

議論に参加してきた。 その間、 慶応大学での 「アジア

ＥＵ学会」 にも出席し、 ＥＵと東アジア共同体に関連

した諸発表を拝聴したが、 これら会合ではそれぞれ取

り上げ方が全く異なる点が大変興味深かった。

　中長期的目標としての東アジア共同体構築に向けた

ロードマップはどうあるべきかといった実際的研究に

取り組んでいるＡＳＥＡＮ１０ヶ国と日中韓３ヶ国の

政治学者やエコノミストが参加する会議でＥＵが言及

される際には、東アジア地域は、欧州とは歴史・文化・

国情等が極めて異なるので、 ＥＵモデルを目指すこと

はそもそも考えるべきではなく、 独自の共同体づくり

に取り組まなければならないという点で一致する。 こ
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れに対し、 先般のアジアＥＵ学会では欧州とアジア地

域の地域主義というテーマ設定もあり、 ＥＵモデルの

アジア地域への適用といった視点からＥＵと東アジア

共同体とを関連づけた報告が多数あったが、 多様な内

容 の 中 に も、 例 え ば 初 日 登 壇 し た Berkofsky 博 士 の よ

うにＥＵを基準として考えた場合、 東アジア地域にお

ける現状況は、 共同体づくりのあらゆる面において如

何に立ち後れているか、 当分の間地域統合はとても期

待し得ないであろうといった分析が目立った。

　 Ｅ Ｕ と 東 ア ジ ア 共 同 体 構 想 が 論 じ ら れ る 際、

ASEAN+ ３ の 会 議 で は、 貿 易、 投 資 等 経 済 分 野 の い わ

ゆる機能的協力の点では、 東アジア地域では域内貿易

がすでに５１パーセントに達し、 ＥＵの６２パーセン

ト に は 及 ば な い も の の、 昨 今 の FTA 協 定 ネ ッ ト ワ ー

ク に 助 け ら れ、de facto の 経 済 統 合 が す で に 着 実 に 進

行していることが強調され、 さらに将来の共通通貨の

実現についてさえ論じられている。 ただ同時に、 東ア

ジ ア の 特 殊 性 も 主 張 さ れ、 ア ジ ア 独 自 の 価 値 （Asian 

values） や 伝 統、 ア イ デ ン テ ィ テ イ の 尊 重 が 語 ら れ、

主権委譲や機構構築といったＥＵモデルの成功の核心

に は ま だ ま だ 踏 み 込 め ず に お り、 そ れ に 触 れ る こ と

は、 時期尚早ないし若干タブー視されている感さえす

る。 ＥＵは、 独仏の和解があって可能となったのに対

し日中関係は真の和解には程遠いとの指摘もしばしば

なされる。

　 北 京 の 会 議 で 全 体 の 司 会 を つ と め た 呉 建 民 中 国

外 交 学 院 院 長 は 総 括 の 中 で 東 ア ジ ア 共 同 体 構 築 へ

の 取 り 組 む 上 で ４ つ の Ｃ （Consultation, Consensus, 

Cooperation, Comfort level） が重要であると強調したの

に対し、日本側出席者から４つのＣ hallenging C（Crisis, 

Catastrophe, Cronyism, Confrontation） に も 留 意 す る 必

要がある旨の指摘があり、 出席者の共感を呼んだ。 東

アジア共同体の構築への道のりはなお遠いというべき

であろう。

『アジア・太平洋ＥＵ学会に参加して』

嘉治　佐保子 （慶應義塾大学）

　筆者は、 セッション：Lessons of the European Union 

for Asia-Pacific Session I: Roundtable: Regional Financial 

Integration の司会を担当させていただいた。 報告され

たのは、岩田健治 （九州大学）、高屋定美 （関西大学）、

Hee-Yul Chai (Kyonggi Univ.) 、Youngseop Rhee (Sookmyung 

Women’s Univ.) の各氏である。

　言うまでもなくこのテーマは非常に重要であり、 そ

れを反映して報告はどれも興味深くフロアからも活発

な意見や質問があった。 筆者はこれまでもこのテーマ

を扱う会合に出席する機会があったが、 いつも一つ印

象に残ることがある。 それは今回も同じであった。 印

象に残るというのは、 日本人とアジアのほかの人々と

の間にある、 統合に関する認識上の、 ある種の非対称

性である。

　具体的に言うと、 日本側からの議論には 「これだけ

のコストを払う用意がありますから統合を実現させま

し ょ う」 と い う 具 体 的 な 描 写 が な く、 ア ジ ア の ほ か

の国々からの議論には 「どういうコストを払う用意が

あるのですか」 という疑問が含まれている。

　もちろん、 統合をともに推進するためのコストを払

うのは、 日本だけでなくすべての参加国である。 しか

しこのことは、 コスト負担の覚悟がない国が一つでも

あ れ ば、「一 緒 に 統 合 を 推 進 し よ う」 と 決 め る だ け の

信頼は生まれないということを意味している。 日本が

自ら払うコストについて自覚を持ってはじめて、 アジ

アの隣人たちにも自覚を促すことができる。 この観点

から、Hee-Yul Chai 氏と Youngseop Rhee 氏の報告は重

要なポイントをついており、 大きな意味があったと思

われる。

　同様の観点から、 アジア・太平洋ＥＵ学会という学

会が存在し、 このような研究大会が開催されて、 各国

から集まる人々が率直に意見を交わすことには、 簡単

には言い表せないほど大きな意味がある。

　 人 と 人 が 顔 を 合 わ せ て 話 を す れ ば、「国」 と し て 外

から見ているときには伝わらないものが伝わるし、 予

想 し な か っ た 視 点 に も 気 づ く こ と が で き る。 欧 州 の

国 々 と 比 較 し て、 ア ジ ア の 国 々 相 互 の 信 頼 が と か く

不十分であるといわれる中、 一歩でも前に進むために

も、 学会の繁栄をのぞみたい。
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『社会政策分科会での報告を終えて』

西尾　美佐子 （東京大学大学院）

　今回の学会では、 アジア太平洋地域からさまざまな

バ ッ ク グ ラ ウ ン ド を 持 つ 研 究 者 が 集 ま り、 ま た ヨ ー

ロッパからの複数の報告者も交え、 活発な議論が交わ

さ れ た。 特 に 最 終 日 午 後 の 全 体 セ ッ シ ョ ン で は、 本

学会直後に開かれるクアラルンプールでの初の東アジ

ア首脳会議への期待もあるのであろう、 東アジアにお

ける政治経済統合の可能性についても暑い議論となっ

た。

　そうした中、 私が報告を行ったのは、2 日目の地域

統 合 に お け る 社 会 政 策 の 発 展 を 議 論 す る 分 科 会 で あ

る。豊橋創造大学の中野聡先生が EU におけるソーシャ

ル・ダイアローグの現状についてご報告され、 また台

湾の国立中正大学の朱柔若先生が EU の雇用政策から

東アジア諸国の移民政策が学ぶべき点についてご報告

された中にあって、 私は欧州諸国の福祉システムに欧

州統合がどのような影響を与えているかという問題関

心の下、 特に年金政策についての EU レベルでの動き

などを題材に論じた。

　この分野は、 従来、 欧州統合過程において 「補完性

の原理」 にのっとり各国に主権があるとされてきた政

策分野であり、 特に日本において活発な議論がこれま

でなされてきたとは言いがたい。 しかしながら市場統

合、 金融統合、 東方拡大が大きく進む中で、 欧州憲法

条約の否決などの背景にこうした社会政策分野での問

題点が指摘されるようになってきている今日、 これま

で以上に活発な議論が交わされるべき重要な政策領域

であると思われる。

　2000 年 3 月に開始され、2005 年春にリニューアル

されたリスボン戦略では、 雇用と経済成長の強化が同

時に目指されている。 年金政策においてもこうした戦

略 に 整 合 的 な 政 策 が 模 索 さ れ、2001 年 3 月 の ス ト ッ

ク ホ ル ム 欧 州 理 事 会 で は 年 金 政 策 に 「 開 放 的 協 調 様

式 (OMC)」 を適用することが打ち出された。 そこで加

盟各国では国家戦略報告書を、 年金システムの現代化

の た め の １ １ の 共 通 目 標 に 従 っ て 作 成 す る こ と に な

り、2002 年 9 月には各国から最初の報告書が出され、

2005 年 7 月 に は 2 回 目 （新 規 加 盟 国 に と っ て は 1 回

目） の報告書が出された。 また OMC とは別に、2005

年 10 月には、 欧州委員会から補足年金権を持ち運び

やすくするための指令案が提出されている。 そこで私

の報告では、こうした動きをライプフリットの言う「自

由主義を埋め込みなおす」 という概念で捉えることが

できるのではないかと論じた。

　 し か し な が ら、2005 年 10 月 27 日 に ロ ン ド ン 郊 外

のハンプトンコートで行われた首脳会議では、 当初予

定されていた欧州社会モデルに関する協議が会議を前

に 議 題 か ら 除 か れ る な ど、EU レ ベ ル で の 社 会 政 策 分

野での合意は常に大きな論争を伴うのも事実である。

EU の 年 金 戦 略 が 今 後 ど の 程 度 成 功 す る か は 未 知 の も

のであるといえよう。

　また私の議論もまだ途に着いたばかりで不十分なも

のであったが、 会場からのご質問や報告論文へのコメ

ントなど、 さまざまなご教示を賜る機会に恵まれ、 大

変感謝している。 こうした貴重な機会をお与え下さっ

た日本 EU 学会の先生方に、 この紙面をお借りして御

礼を述べさせていただきたい。
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『欧州連合： 模倣ではなく、研究の対象として』

ミヒャエル・ライテラー

駐日欧州委員会代表部公使

　14 年 と い う 年 月 を 経 て 再 び 日 本 に 赴 任 す る 機 会 を

得たことで、 私はよい体験ができた。 前回在日オース

トリア通商代表部の副代表を務めた私は、 今回は駐日

欧州委員会代表部公使として赴任した。 この新しい任

務がやりがいのあるものだということもあるが、 同時

に、 日本の空気も以前と違うものになっていた。 日本

人がゴッホの 「ひまわり」 やハリウッドのスタジオを

買いあさり、 欧州を 「産業の墓場」 と見なしていたバ

ブル期のマイナス面はもはや見られなくなった。 日本

は今も懸命な努力を続けているが、 以前よりも現実的

かつ実際的になった。 世界中が日本の経営方法やジャ

スト・イン・タイム納品の仕組みを学ぼうとしていた

1990 年 代 と は 違 い、 今 の 日 本 は、 政 治 に お い て も 経

済においても中国と競争関係にある。 東アジアの政治

関係および力関係も変化していきている。 アジアの経

済危機で突然終わりを迎えた初めてのアジアブームで

は、 日本と 「東南アジアの虎」 と呼ばれた諸国が原動

力 と な り、 雁 行 形 モ デ ル を 形 成 し て い た。 今 日 で は、

東北アジア、 すなわち日本、 韓国および中国が先頭に

立 ち、 成 長 と 競 争 の 駆 動 力 と な っ て い る。 ま た、 そ

の先にはインドが大きく迫ってきている。 東アジア地

域は、 これまで検討されてきた、 あるいは場合によっ

ては試みられてきた協力のモデルを、 東南アジア諸国

連 合 （ASEAN） プ ラ ス 3、 そ し て、 最 近 開 催 さ れ た 東

アジアサミットに合わせて構築しなおさなければなら

ない。 同サミットは、 古い確執が解決されれば、 東ア

ジア共同体につながる可能性がある。 ユーロに刺激さ

れ、東アジア通貨単位（AMU）を立ち上げる話もある。

　 欧 州 連 合 （EU） は、 模 倣 の 対 象 と し て で は な く、

新たな発想の源泉として、 ひとつの手本となるという

意味において、 ますます関心を集めるようになってき

て い る。 日 本 EU 学 会 の 意 義 は そ こ に あ る。 私 自 身、

EU の外交・通商政策および EU・アジア関係を専門と

す る （ 日 本 に 赴 任 す る 直 前 の 4 年 間 は 欧 州 委 員 会 で

ア ジ ア 欧 州 会 議 （ASEM） を 担 当 し た） 国 際 政 治 学 の

駐日欧州委員会代表部から
非 常 勤 教 授 で あ る た め、EU 学 会 に は 当 初 か ら 関 心 を

抱き、 多くのセッションに参加させていただいた。 そ

の結果、 さまざま綿密な研究に触れ、 感心させられる

こともしばしばだったが、 時には、 木を見て森を見ず

ではないかと思うこともあった。 私の考えでは、 研究

の焦点は、 欧州統合の基本的な原則や原理に当てられ

る べ き で あ る。EU 諸 機 関 の 複 雑 な 仕 組 み に つ い て の

研究とは違い、 こういった原理・原則はアジアにも応

用できるものだからである。 もちろん、 前者も、 法律

家にとっては大いに関心のあるテーマであることは、

私自身も法律家でもあるため、 理解できることではあ

るが。 最近、 慶應義塾大学で開催されたアジア太平洋

EU 学 会 の 第 3 回 大 会 で は、 欧 州 統 合 プ ロ セ ス の 魅 力

が確認されると同時に、 画一的な適用はできないとい

うその限界も明確に示された。 価値ある欧州憲法条約

の批准拒否、 予算の問題、 欧州の国境に関する議論な

ど、 欧州が経験している挫折は、 日本で大いに注目を

集めている。 地方を訪問する度に、 私は地元の政治家

やマスコミから非常に的を射た質問を受け、 我々には

情報提供および説明の義務があることを改めて認識さ

せられる。グローバル化により、世界は確実に狭くなっ

ているのだ。 従って、私は、東京と関西における 2 つ

の 「EU イ ン ス テ ィ テ ュ ー ト・ イ ン・ ジ ャ パ ン」 の 発

足に関わることができたことをうれしく思う。 複数の

大学のコンソーシアムで運営されるこれらの EU イン

スティテュートは、 日本の大学における EU 研究を充

実させることを目的としている。 私の日本での任期中

に、 さ ら に 第 3 の イ ン ス テ ィ テ ュ ー ト を 設 立 で き れ

ば幸いである。 これまでに私は日本各地で、 約 15 の

大学で講演を行ってきたが、 日本の大学における関心

の高さには常に感銘を覚える。 日本の学界に参加させ

ていただくことは、 私にとって、 外交官としての任務

とともに、 重要かつ有益な活動であり、 それに対して

日本人の仲間や友人に感謝している。

（仮訳）
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『日本の第一印象』

シルビア・コフラー広報部長

　 昨 年 の 4 月、 駐 日 欧 州 委 員 会 代 表 部 で の 4 年 間 の

任務に就くために成田空港に降り立った時、 一刻も早

く日本という国をこの目で見たいという気持ちで一杯

だった。 もちろんテレビの報道を通して日本のことは

知っていたが、 実際に見る日本は全く違った。 成田か

ら東京の周辺部へとつながる景色は、 そう珍しいもの

ではなく、 時差ぼけのせいか少しうとうとしてしまっ

たほどだ。 しかし、 その後目を覚ましてみると、 東京

の高層ビルとレインボー・ブリッジが視界に飛び込ん

できた。 そして、 活動と生産性にあふれんばかりのグ

ローバル・センターの真っ只中にいるという印象を受

けたのだ。

　日本での生活が始まった当初、 街を歩いていて不思

議に思ったことは、 白いマスクをかけている人が多い

ことだった。 着物と同じ民族衣装のひとつなのかとさ

え思った。 後日、 花粉症や風邪の対策だと教えてもら

い、 これが日本人の他人に対する気遣いなのだと感心

した。

　日本人の教養の高さは、 いたる所で見ることができ

た。 運転マナーの良さ （タクシー運転手は例外かもし

れ な い が）、 店 に 入 っ た 時 の 温 か い 応 対 （ヨ ー ロ ッ パ

のいくつかの国ではどちらが店員でどちらが客なのか

わ か ら な く な る 時 さ え あ る が）。 人 に 道 を 尋 ね る と、

本当に助けてあげようという気持ちが伝わってくる。

　我々ヨーロッパ人が日本の人々から学ぶことは多い

と思う。 私自身がたずさわる広報という分野において

もそうだ。 新聞を毎日読む人が大変多く、 しかも日本

ではほとんどの新聞社が朝刊と夕刊を発行しているこ

とには心底驚かされた。 ヨーロッパの新聞社にとって

は夢のような発行部数である。

　その一方で、 日本的な気風が私の仕事をより骨の折

れるものにしている場合もある。 時折スピーチをする

機会があるが、 聴衆が学生である場合はもちろんのこ

と、 記者である場合さえも、 質問の数が大変に少ない

か、 全くないこともある。 それはどうしてなのだろう

か。 私がすべてを語り尽くしたということなのか。 今

の時点では、 ヨーロッパ人のように直ちに何かの反応

を示すという傾向が日本では薄いのであろうと、 自ら

を納得させている。 あるいは、 他にも何か良い説明は

あるのだろうか。 たとえば、 私の話が退屈だというこ

となのだろうか。

　これまで、 ドイツ人ほど時間に正確な国民は世界中

どこにもいないと思っていた。 だから、 日本人がその

上を行くと知った時は、 大変驚いた。 スケジュールは

分 単 位 ま で 決 め ら れ、 誰 も が そ れ を 守 っ て い る。EU

南部のイタリア出身の私には、 ドイツ式ですらついて

行き難いのだが、 一生懸命努力中だ。

　来日してまだ日は浅いが、 すでに富士登山の機会に

恵 ま れ た。 日 本 で は 「富 士 登 山、 一 度 も 登 ら ぬ 馬 鹿、

二度登る馬鹿」 と広く言われているようだが、 その意

味を身をもって知ったのだ。 ヨーロッパ ･ アルプスで

育 っ た 私 に と っ て、 体 力 的 な 心 配 は な か っ た が、 真

の苦労は、 同じ日に同じ山頂を目指す 2000 人ほどの

人たちと、 この唯一無二の経験を共有することにあっ

た。

　私が理解できないことは他にもたくさんある。 例え

ば、 冬はかなり寒くなる日があるというのに、 なぜ日

本の家屋には （例え西洋風なものでも） 徹底した暖房

設備がついていないのだろう。 なぜ、 日本人はスタン

プを集めるのが好きなのだろう （ヨーロッパでは人気

がないが、 駐日欧州委員会代表部は愛知万博の会場で

数度スタンプ ･ ラリーを企画して、 大成功を収めた）。

なぜ、 日本人は、 特に子供たちは、 大きめの靴をはい

ている人が多いのだろう。 なぜ、 日本のレストランで

食べるイタリア料理は、 ヨーロッパよりもはるかにお

い し い の だ ろ う （も ち ろ ん イ タ リ ア は 別 だ が）。 こ れ

から、 このような疑問への答えをじっくり探していこ

うと思う。 でも、 一つ私がすでに確信していることが

あ る。 そ れ は、 日 本 で 過 ご す 4 年 間 は、 と て も 素 晴

らしい日々になるだろうということだ。

（仮訳）
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事務局からのお知らせ

◇新入会員一覧

2005 年 11 月の理事会で承認された方々

＊氏名 （専攻）・所属

1.　Reiterer 　Michael（Ｐ）

　  　駐日 EU 代表部

2.　渡辺　理恵 （Ｐ）

　  　地球環境戦略研究機関

3.　譲原　瑞枝 （Ｐ）

　　  慶應義塾大学

　　 21COE 他文化市民意識研究センター

4.　篠原　かおり （Ｐ）

　　  グルノーブル政治学院修士課程 （在学）

5.　池本　修一 （Ｅ）

　　  日本大学経済学部

6.　南　佳利 （Ｐ）

　      神戸大学大学院博士課程 （在学）

7.　村瀬　哲司 （Ｅ）

　　  京都大学　国際交流センター

8.　伊鹿倉　正司 （Ｅ）

　　  東北学院大学経済学部

9.　小山　洋司 （Ｅ）

　　  新潟大学経済学部

10.  清水　薫 （Ｌ）

　　  株式会社 NTT データ

　　  技術開発本部 システム科学研究所

11.  松本　達也 （Ｐ）

　　  無所属

12. 三田　村智 （Ｅ）

　　  慶應義塾大学大学院博士課程 （在学）

◇次期（２００６年）研究大会開催について
（１） 開催校：　東京外国語大学

（２） 日　時：　２００６年１１月１１－１２日

（３） 共通論題 （仮題）：　統合欧州の新しい課題

広報委員会から

◇ ニューズレター原稿の募集

　広報委員会では、会員の皆様方からのご寄稿を幅広くお

待ちしています。最近のご研究動向、在外研究や出張の成

果報告、新任校の様子、日本のＥＵ研究への提言、日本Ｅ

Ｕ学会への要望など、内容は問いません。学会の財政難の折、

原稿料をお支払いすることは出来ませんが、積極的にニュー

ズレターを意見交換の場所として活用して頂きたいと思っ

ております。尚、ご寄稿された原稿は、広報委員会でニュー

ズレターへの掲載について検討させて頂きます。ご要望に

添えない場合はご容赦下さい。

　分　量：横書き 1200 字程度。

　期　限：随時受け付けますが、ニューズレターの夏・冬

年 2 回発行に併せて、6 月末日と 11 月末日がそれぞれ締

め切り日となります。

　提出先：広報委員会ニューズレター担当の小久保まで添

付ファイル（ワードもしくは一太郎）にて送付して下さい。

郵送、ファックスでも構いません。

422-8525　静岡市駿河区谷田 52 － 1　

　　　　　  静岡県立大学　小久保康之　宛

　　　　　Tel & Fax: 054 － 264 － 5335

　　　　　E-mail: kokubo@u-shizuoka-ken.ac.jp

◇編集後記

三露 久男 ( 日本大学 )

　記録的な寒さの冬のなか、 学会員の皆様にはすこや

かに 2006 年をお迎えになったでしょうか。

　さて、 第１６号はごらんの通り、 昨年末に東京・慶

応義塾大学を会場に開催されたアジア太平洋ＥＵ学会

（ＥＵＳＡ－ AP） 第３回研究大会をめぐる特集としま

した。 第二次大戦後の国際貿易システムの基盤だった

ＧＡＴＴからＷＴＯへかけてのマルチナショナルな体

制が大きくつまずき、代わって自由貿易協定（ＦＴＡ）

や、 地 域 共 同 体 構 想 な ど の 動 き が 国 際 的 な 「ブ ー ム」

の観を呈している真っ最中に開かれたこの大会は、 こ

れ以上ないタイミングだったといえましょう。 東アジ

ア共同体構想などが、 いかにも日本らしくやたらとも
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てはやされているだけに、 なおさらでした。

　これはニューズであるとともに、 ＥＵという地域共

同体の大先駆者を研究する者がチャレンジされている

課題でもある。 田中俊郎・EUSA-AP 会長の政治的視点

を含む総括をはじめとして、 経済、 法学の研究者のト

ライアングルでまとめてみました。 師走、 締切り間際

の執筆にご協力いただいたことに感謝します。

　この大会にレセプションなどを含めて参加した 「元

新聞記者」 の立場から申しますと、 これとほぼ同じこ

ろ並行してわが国で開かれていた多数のアジア、 とく

に中国研究者たちの学会・シンポジウムの異様なまで

の熱気とのへだたりです。 ＥＵＳＡ－ＡＰが見劣りす

る と い う の で は ま っ た く あ り ま せ ん。EU 研 究 者 は た

いへんスタティックに感じられたということです。 両

者の間に広義の 「地域統合」 に関する比較的分析的な

取り組み、相互交流がこれからは必要ではないか――。

その核にＥＵＳＡ－ＡＰがなってほしい。 これが正直

な実感です。

　 も う ひ と つ 特 筆 し た い の は、 今 号 で は 駐 日 欧 州 委

員 会 代 表 部 の ラ イ テ ラ ー 公 使 と、 着 任 後 ま だ 日 の 浅

い 女 性 広 報 部 長・ コ フ ラ ー さ ん の あ ざ や か な 対 比 の

メッセージを併載できたことです。 日本のＥＵ研究者

と EU 外交当局との交流を密にする一助もニューズレ

ターの役割にしたい、 と改めて思わせられました。
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